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１. は じ め に
昨今, 一般企業はソーシャル・マーケティング (societal marketing) を非常に重要な概念
と解釈している｡ 消費者も社会的問題と公益的問題の解決に大いに関心を示し, これに参加
することを求めるソーシャルコンシューマー (social consumer) としての傾向を色濃く見せ
ている｡ 彼らはブランドそのものよりも, そのブランドを生産する企業が社会問題の解決に
どの程度参加しているかという点に, より多くの価値を与えようとしている｡ ソーシャル・
マーケティングは, 現代社会の環境汚染, 生態系破壊, 資源不足, 健康と福祉, 社会ボラン
ティア等の問題に対して充分に対応できない伝統的マーケティング活動の代案として登場し
たものである｡ このような社会志向的マーケティングカテゴリには, グリーンマーケティン
グ, 社会貢献マーケティング, 公益マーケティング, 社会的マーケティング, フィランソロ
フィー (philanthropy) マーケティング, 社会還元マーケティングまたは優しいマーケティ
ング, 文化マーケティング (セミナー活動を含む) 等すべてが含まれる｡ このような企業の
関心と活動の変化が, 全体として社会的経済1) の重要性を浮き彫りにするきっかけとなった｡
最近では, 大企業をはじめ中小企業までもがこのようなソーシャル・マーケティングに強
い関心を持つようになり, 各社独自の様々な活動を展開している｡ しかしながらこのような
趨向は, 見方次第では各企業における一つの流行と化してしまう傾向があり, 具体的なプロ
グラムにおいて企業活動との関連性を考慮せずに量的規模を広げたり, 活動の多様性という
面での競争へと進む様相を呈している｡ その結果, 韓国企業は2000年代以後, 社会貢献活動
目的の投資を持続的に拡大してきたが, 企業に対する一般消費者の信頼度が増したという証
拠は何もない｡ 加えて, 企業レベルでも各種社会貢献活動が企業経営にいかなる肯定的影響
を及ぼしたのか, そして, 長・短期的企業戦略にいかなる影響を与えたのかということに対
する実証的な資料も備えていない｡ 2014年エデルマン信頼度調査の結果によると, 韓国企業
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1) 既存の競争と利潤の極大化を中心とした一般的な経済パラダイムとは異なり, 社会的経済とは, 人
が中心となり共生, 協働, 対案, 共有の価値を目指す経済といえる｡ 資本主義社会において企業は利
潤追求を目的とし財貨とサービスを生産する経済単位である｡ 社会的企業は, 経済的利害を追求する
企業の成果と社会的排除に対応して, 社会的正当性を追求する非営利団体の性質をすべて包含する概
念である｡ 社会的経済の概念構成及び事例についてはチャン・ウォンボン (2005) の論文を参照｡
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目的かそれとも戦略か？
の信頼度 (グローバル企業の本社がある国ごとの国家信頼度) は54％で, 深刻な経済危機と
信頼度低下に直面しているイタリアとスペインの間に位置していることがわかる (Edelman,
2014)｡ このように韓国の消費者の企業に対する信頼度水準は決して高いといえない状況に
ある｡
全国経済人連合会が, 2013年８月 ｢企業の社会貢献活動に対する認識調査｣ の結果を発表
している｡ ここで回答者の78％が ｢社会貢献活動が優秀な企業の製品を高くても買おうと思
う｣ と答えた｡ これは, 企業の社会的責任に対する国民の評価と期待の高まりを意味してお
り, 企業に示唆するところが大きい｡ 今日社会貢献がグローバルトレンドと位置付けられて
いる中, 多くの企業が社会貢献活動を展開しているものの, 国民の企業に対する信頼度と尊
敬度はさほど変わっていない｡ これは, 未だ一部社会貢献活動が年末年始に行われるイベン
ト感覚の活動であったり, 量的拡大だけのために行われる義務的ボランティアとして対処す
るなど, 社会貢献の真の意味が風化しているためである (パク・ピョンロク, 2014)｡
韓国では, 企業の社会貢献活動が未だ言論代行術 (press agentry) のための戦略レベルに
とどまっており, 自分たちに有利な情報を広めるレベルに過ぎないといえる｡ このため少な
くとも今日まで, 理想的かつ倫理的な社会貢献活動が実践されたとは言い難い｡ 最近のスマー
トフォンの急速な普及とこれによる消費者同士の交流や繋がりが, 企業と消費者の関係にお
いて消費者がより声を発信できる可能性を拓いているとはいえ, 依然権力 (power) は生産
者である企業にある｡ 特に韓国において企業と消費者の力関係が, 生産, 流通, 価格の全て
において企業優位の構造ではないと言うには現実的根拠に欠ける｡
社会的貢献活動が, 公衆との持続的かつ長期的な関係形成を通じて, 企業の利益はもちろ
んのこと公衆に対しても有用な実践的行為であり, 最終的には共同体の利益実現を目的とし
ているという観点からみると, 社会資本が持つ特徴と軌を一にしている｡ 社会資本は, 人と
人とのネットワークが形成されることから生まれる規範, 相互互恵, 協力, 信頼といった傾
向性を指す｡ このような社会資本は公共問題を民間部門及び市民との相互関係と協力により
解決している現代社会において何よりも重要になっている｡ 中でも地域社会の様々な問題解
決のために極めて必要な要素として分類されている (National Civic League, 1993 : パク・ヒ
ボン, 2009, 40ページから再引用)｡
つまり, 社会貢献活動が目指す究極的な目的は, 社会的資本が形成されている社会での肯
定的な側面と一脈通じている｡ 現在, 企業が自らの利己的な目的だけを追求するのでなく,
公衆ひいては社会構成員を対象とした友好的な関係経営 (relation management) を通じて重
要な社会構成員としての責任と義務を果たそうとすることは, 自らの現実的選択でもあるが,
企業外部から求められる使命でもある｡
特に, 最近急速に拡散傾向にあるソーシャルメディアは, 企業の社会的問題に対する関心
を必須のものとして作り上げている｡ ソーシャルメディア時代を迎え, 企業は新たな価値や
哲学について真剣に悩まずにはいられなくなり, 共同体あるいは人類全体の普遍的利益に対
桃山学院大学総合研究所紀要 第40巻第３号24
し積極的な関心を示さざるを得なくなった｡
この論文では, 1) 韓国企業の社会的責任活動が, どんな目的のためにどの程度実行され
ており, 2) 多くの企業が実践している社会的責任活動の限界点は何であり, 3) それらの限
界点を克服するための方策として, CSV (creating of shared value) の可能性を模索してみ
ることにしようと思う｡ 企業の社会的責任活動とその結果との関係を明らかにすることが,
学術的研究が目指すべき究極の目的となり得るが, 現実的にそれらの関係を実証的に究明す
ることは不可能に等しい｡ このような意味で, 個別の社会責任活動の効果よりも長期的観点
から, 積極的な社会責任活動企業とそうでない企業との差を検証してみることで, 社会責任
活動が企業の社会的地位に及ぼす影響力を明らかにすることはできるだろう｡ いかなる理由
であっても, 企業の社会的責任活動の直接的な効果を究明することが難しい状況において,
この研究は既存文献の研究を通じ韓国企業が展開している社会責任活動の特徴と問題点を明
らかにしてみたい｡
２. 市民消費者の浮上
消費者は, (1) 市場のグローバル化と単位国家政府の弱化, (2) 超国家的な企業やブラン
ドの増加, (3) 社会圧力集団の組織的運動の増加, (4) 技術的進歩による社会的・環境的変
化, (5) 消費者への市場パワー移行, (6) 市場キャンペーンの効率性, (7) 企業の広範囲に
及ぶ社会責任活動の増加等により, 倫理的消費に関心が高まっている (Harrison, 2005, 55～
67)｡
資本主義社会では無数の消費財やサービスが消費者に販売されている｡ しかしながら, こ
のような取引において販売者である企業と購入者である消費者には力 (power) の格差が明
らかに存在する｡ つまり, 消費者は, 企業の巧妙な販売方法, 景品による誘惑, 広告・宣伝
による不適切な表示, 劣悪又は危害のある品質, 不適切な価格等に関連して強い不満を持つ
ようになるが, それは主に企業と消費者との力の格差による可能性がある｡
このような構造的な矛盾を克服するために, 各国は政策的・制度的・法律的なツールによっ
て消費者運動を保障している｡ 消費者は積極的に商品に対する情報や知識を習得し, 共同購
買により自らの力量を強化したりしている｡ また, 立法・行政上の措置により請願・陳情等
の集団行動で政策的な要求を行い, 直接企業を相手に不買運動を起こすことで不当な消費を
減らしてきている2)｡ 様々な圧力集団 (pressure groups) が, 企業に対抗し消費者の権益を
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2) 消費者運動は1844年イギリスを中心に発展した ｢生活協同組合｣ から始まった｡ 1891年にニューヨー
クに＜消費者連盟＞が, 1898年に＜全国消費者連盟 (The National Consumers’ League)＞が結成, 主
に食品の品質向上を求める運動を繰り広げた｡ 1929年＜消費者研究所 (The Consumers’ Research :
CR)＞が発足し, 商品検査結果を提供する活動を行うことで, より本格的な消費者運動が広がった｡
1939年 CRから分離, 発足した＜消費者連合 (Consumers’ Union : CU)＞は, 商品検査誌《Consumer
Report》の発行を開始した｡ 1964年アメリカのネーダー (R. Nader) が主導した自動車の安全性に関
連した ｢企業告発運動｣ は, 新たな形の消費者運動として評価されている｡ 国際的な組織としては
1960年に＜国際消費者連盟 (International Organization of Consumers’ Union : IOCU)＞が結成された｡
守るために努力している｡ また, ここにきて企業に対し普遍的かつ規範的な価値を実現する
よう要求している｡
過去の圧力集団は, 基本的に自分が属した集団の利益を増進することを目的として生まれ
たが, 1960年代から1980年代までの間に, より利他的 (altruistic) タイプの集団へと発展し
た｡ ｢訴訟団体 (cause groups)｣ (Grant, 2000) ｢公共利益団体 (public interest groups)｣
(Libby, 1998), ｢促進奨励用圧力団体｣ (Smith, 1990), ｢NGO 団体｣ (Murphy & Bendell,
2001), ｢利益表出団体 (expressive interest groups)｣ (Libby, 1998) 等がこれに該当する｡
また, ｢地球の友だち (Friends of the Earth)｣, ｢動物の倫理的扱いを求める人々の会
(People for the Ethical Treatment of Animals)｣, ｢アムネスティ・インターナショナル
(Amnesty International)｣ 等もこれに当たる｡
これらの団体は, 概して利益のみを追求する企業の一方的な力の使用, ないしは不適切な
力の使用に対抗しながら, 消費者の利益のために共同で対処する役割から, それよりもより
根本的な消費者の権利を追求するための運動に至るまで様々な活動を展開している｡ また最
近では, 社会及び共同体の価値実現に活動の照準を合わせている｡
一例として, 消費者団体はメディアによる批判的な記事を根拠に, 特定ブランドや企業に
対し不買運動 (boycott) を起こす｡ 彼らは第三世界の貧しい生産農家を支援するために
｢fair trade｣ ラベルが付いたコーヒーを購入したり, 環境問題の重要性を訴えるべく ｢eco｣
ラベルが付いた洗剤を購入したりする｡ このような購買形態は ｢倫理的消費行動｣ (Smith,
1990), または ｢倫理的消費｣ という概念で表現されている｡
倫理的消費行動の増加は, ｢市民的規制 (civil regulation)｣ と ｢市民的消費者 (citizen
consumers)｣ 概念に関する理解を要する｡ 上記２概念いずれも市民社会概念に関連したも
のとして, 国家と個別的市民間の公共領域として様々な形態の自律的, 組織的, 集団的活動
への発展を遂げた (Hadeniuus & Uggla, 1996)｡
｢市民的規制｣ 概念は Zadek (1998) らが提唱したものとして, 彼らは Illich (1973) の
｢歓楽 (conviviality) の手段｣ 概念をもとに, 市場キャンペーンが市民的手段 (説得的) ま
たは市民的機会 (強制的) の一つであると主張している｡ 『我々は ｢市民的規制｣ という差
別的モデルの出現を目撃している｡ ｢市民的規制｣ は, NGOのような市民社会組織がビジネ
ス行為を規制する状況を意味する｡ 政府が環境汚染を防ぐためにより具体的な規制を作るが,
現在は企業経営過程にとくに影響を及ぼしておらず, 消費者政策部門の財政投入が徐々に減
少している｡ たとえ政府が目的的な独占力を有しているとしても, 現実的には飴と鞭で企業
活動を規定する NGOの能力は強力なものになっている』 (Murphy & Bendell, 2001 : 305)｡
このようにビジネス行為の支配に向けた新たな基準は, FSCラベル, 労働者の作業遂行コー
ドといった非常に具体的なかたちとして現れる｡
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消費者運動の歴史については Gabriel & Lang (1995) を参照｡
一般的に ｢市民｣ と ｢消費者｣ は, 互いに正反対のカテゴリーに属する構成員としてみな
されてきた｡ つまり, ｢市民｣ は公益を含む外部指向的概念であり, ｢消費者｣ は自身の利益
を追求する内部指向的概念と見なされている｡ しかしながら, 歴史的にこの２つの概念は明
確に区分されてこなかった (Cohen, 2001 : 203)｡ 市民と消費者が異なるカテゴリーに属し
ていたことはなく, 時にして同一視された｡ また, ２つの概念間に緊張関係が形成されもし
たが, 常に政治的かつ経済的な概念と共に議論された (Scammell, 2003)｡
また, 市民的消費者概念は, 倫理的消費者の要素と消費者の公共サービス (public
service) 的要素いずれをも内包している｡ 市場キャンペーンと倫理的購買行為は消費者の
社会的責任概念とともに現れた｡ 社会的責任が, 伝統的に市民権 (citizenship) に属するも
のだったため, 市民権のアイディアを活用するのに大いに役立った (Cohen, 2001; Gabriel &
Lang, 1995)｡ 公共サービス消費者としての市民の概念は, 別のところから現れたものだが,
国家サービスも他の商品と同様に個人的な恩恵 (benefit) を受けるようにすればいいと市民
が信じるように鼓舞すると, 市民は消費者となる (Cohen, 2001 : 220)｡ グローバル市場は,
消費者がいかに市民として扱われるかをよく示してくれるが, 多国籍企業は市民を消費者と
して扱うために努力する3)｡
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3) 市民的消費者概念の内容は研究者の 『｢広告中止脅迫事件｣ の意味と新聞広告市場に及ぼす影響：
体系の理論的解釈を中心に』 (政治コミュニケーション研究, 13号 (2009年夏), 5～37) という論文
の理論的論議の一部を整理したものである｡
＜表１＞ 倫理的消費行動のタイプ
タイプ 商品基盤 企業基盤
不買運動
Aerosols (イギリス)
Peat (イギリス)
Timber (多国籍)
(多国籍)
Shell (多国籍)
Philip Moris (アメリカ)
購買運動
Fair Trade Mark (ヨーロッパ)
Blue Angel Eco-Label (ドイツ)
No Sweat 100 per cent Union-Made
Apparel (アメリカ)
生体解剖廃止に向けイギリスの連盟
が承認した商品ガイド (イギリスと
多国籍)
動物実験を反対するボディーショッ
プ (イギリス＆多国籍)
完全なスクリーン
(全商品領域にかけて
相対的倫理性の割合)
グリーン・コンシューマガイド
(Elkington & Hailes)
Which? エネルギー消費一覧表 (イギ
リス消費者協会)
倫理的消費雑誌 (イギリス)
よりよい世の中のためのショッピン
グ (アメリカ)
投資に関する倫理的スクリーン (多
国籍)
関係購買
(消費者が倫理的需要
に対する販売者対象の
教育を追求)
Community Supported
Agriculture (アメリカとイギリスの農場)
Seikatsu Club (日本消費者組合)
個人消費者の小売店オーナーとの関係
形成
反消費者運動または持
続可能な消費運動
非持続的な商品回避 (自動車等)
DIY代案 (リサイクル衣類等)
Adbusters (カナダ文化妨害雑誌)
＜出典：Harrison, Newholm, Shaw, 2005, 3 ページ＞
３. 企業市民としての倫理性
初期の資本主義時代には, 企業の利益追求行為が最終的には社会全体の発展を図り, 社会
の発展が構成員の利益増大に通ずるものと考えられた｡ 自由放任主義と市場制度による自由
な経済活動を主張した経済学者たちは, 企業の無限の利益追求行為を善とみなし, 自身の利
益を追求する企業が競って利潤を追求する過程で最大の効率性が実現され, また, この過程
で生じる問題点は ｢見えない手｣ により自動的に調整され, 理想とする方向に進んでいくも
のと信じた｡
しかし, このような楽観的な考えは, 負の側面で社会内の階級を生み出し, 不可逆的な資
源やエネルギーの無分別な使用により環境汚染や資源枯渇の暗澹たる結果にもつながった｡
1990年代になり, 企業と様々な形で関係を結んでいる利害関係者 (stakeholders) を考慮す
べきという主張が現れるなど, 一方的な企業行為に対する反省的な声がより積極的に上がっ
た｡ 最も核心的内容は, 企業が大きな権力を持っている分, これに相応する責任も負わなけ
ればならず, また消費者の消費により企業が利益を得る以上, すべての利害関係者を尊重し
真摯に対応すべきであるという内容だ｡ さらに, 企業は利害関係者と常に相反関係にあるわ
けでなく, 企業は顧客が求める商品を生産する傍ら, 社内の構成員の待遇を考え, 供給先の
利益を考慮しなければならない｡ また社会への貢献を誠実に実現しながら自身の利益を生み
出せる方法も考えなければならないと主張している (Freeman, 1984)｡
2008年アメリカで始まった金融危機が世界中に広がるや, 現在の危機が資本家と巨大企業
のとめどない欲が招いたもので今までの資本主義が ｢天使の姿をした悪魔｣ に過ぎなかった
ために, 政府が積極的に関与し資本と企業の強欲を抑える必要があると主張した｡ 加えて,
企業がやむを得ず積善する程度の責任ではそれ以上利害当事者の肯定的な関係を作ることは
できず, 資本主義の恩恵が一部資本や企業にだけ還元されるのでなく, 構成員全てに万遍な
く還元できるにはどうすべきかを積極的に模索する必要があるとの主張が提起された
(Kaletsky, 2010)｡
初期資本主義のもとで資本家や企業は, 利潤を追求する行為そのものが資本主義の発展の
ために必要不可欠なものであるゆえに, 無限の自由を保障された｡ そのため, この時期の企
業は最低限の法的規範を守りさえすればよかった｡ 企業が社会から利益を得て, ある意味消
費者を犠牲にして企業が成長したため, 一定の社会的責任を認識し, 実践的行為につなげな
ければならないという要求が増える｡ 次頁の＜表２＞の通り, 初期資本主義時代の企業は懲
戒を回避するため (1.懲戒回避段階), また実用的目的のため (2.実用段階) に行動すれば
よかった｡
しかし今日の企業は, 企業本来の目的の実現よりも一市民 (citizen) として社会的問題に
関心を示すことはもとより, その解決に積極的に取り組まなければならない｡ このような過
程で, 企業の社会的有用性が認められるようになるだけでなく, 結果的に企業の目的が実現
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可能になるとする主張が優勢になった｡
下の段階から上の段階に進むほど, 企業がより社会的かつ公益的に行動する原則をいう｡
今でも企業が懲戒を回避するためにだけ行動したり, 企業や最高経営者の利益のためだけに
行動すれば, 市民的特徴を有する消費者の厳しい抵抗に直面するだろう｡ スマートフォン等
の個人媒体の普及により, 企業の不法行為や逸脱行為は即座に公衆アジェンダ (public
agenda) へと発展し, 場合によっては再起不能の危機的状況に突き進むこともある｡ 最近起
きた実例として, マクドナルドや BMWは, 製品製造の過程で従業員の非衛生的な行為や横
暴な消費者対応の話題が SNSから瞬く間に広がり, 大変な苦境に晒された｡
韓国の企業は, 大企業を中心に社会貢献活動に非常に積極的に取り組んでいる｡ 過去数年
間における社会貢献活動予算の飛躍的増加がこれをよく示している｡ ある企業はグループレ
ベルで社会貢献委員会を別途設置し, 広報部内に社会貢献組織を置いてグループ広報レベル
で様々な活動を展開している｡ しかしながら, 依然として, 多くの企業は社会貢献活動の方
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＜表２＞倫理的実践のレベル別段階
倫理的原則 行 為 内 容
6.哲学的段階
無条件的緊急 ほかの人が遵守すべき原則になるように行動しなさい
共同の 自らの権利の側面から価値ある共同体構成員として行動しなさい
戦術
より多大なる善のために考案された行為により, 最も否定的影響を受
ける人々の苦痛を最小化しなさい
直観 何が正しいのかについて反省および開放性のもとに行動しなさい
5.原則重視段階
功利主義 最大多数の最大の幸福に役立つよう行動しなさい
正義 すべての人にとって公正でありうる原則を適用しなさい
普遍原理 あなたの意志通りに行動しなさい
利他主義と共感 他人の特別な要求に耳を傾けなさい
多元主義
多様かつ異質的な価値と目的を持った集団の権利を保護するために行
動しなさい
自律性
それが正しい, 間違っていると, 禁止されたり要められたりする, そ
して他人に対してもこのような事実を認めることを自ら決めるために
誰かの権利を尊重しなさい
4.組織段階
慣習的な倫理 組織の公式的な規則と国家の法を順守しなさい
職業的な倫理 あなたの会社の同僚に対し, 正当化できることだけを実践しなさい
専門的な評判 職業共同体の目的と利益を促進させるために行動しなさい
組織倫理 雇用する組織の目的と関心を促進させるために行動しなさい
3.協力段階 公開倫理
あなたと一番近い家族, 親友, 身近な同僚が幸せでいられることだけ
をしなさい
2.実用段階
心理的利己心 個人的な利益や喜びを最大化しなさい
快楽主義 良いと思ったら思うままに行動しなさい
｢力が正義なり｣
倫理
些細なことは気にせず, 我が物にでき得る力を積極的に活用しなさい
1.懲戒回避段階
従順さ 最も強く欲するものに従いなさい
実用主義 目的が手段を正当化する
＜出典：Snell, 1993, 31ページ＞
向をオーナーや CEOの好みや趣向に合わせて推進する傾向がある｡ ある企業は PR会社や
コンサルティング会社に外注し, 幾つかの案を提示してもらい選択するという｡ しかし, 企
業哲学が盛り込まれていないこのような社会貢献のやり方は望ましいものでない｡ 企業の社
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＜表３＞社会的問題の区分
・市民・個人の自由：生存権, 自由な発言・意見・表現の自由, 危害からの自由と残酷, 無慈悲・虐待か
らの自由といった個人権及び自由
・機会の均等：年齢, 性別, 性的趣向, 宗教といった様々な基準に基づいた差別からの自由
・営利追求権：物的財産・知的財産を含む商業及び所有に関する問題
・勤労権及び雇用権：取引及び職業に従事する権利, 労働組合の結成及び加入の権利, ストライキ権といっ
た通常の営業追求権により潜在化している権利と排他的な労働者の権利及び自由
・基本的なサービス権福祉や義援品等の最終的な恩恵, 医療接近権, 基本的な教育権といった恩恵を含め
基本的なサービスを享受できる権利
・動物福祉：動物種の保存及び動物取扱に関する問題, 個別動物の権利と種の保護権すべてを含む
・環境維持：自然環境の保護に関する問題に焦点を合わせる｡ 資源のリサイクリング, 産業的・個人的汚
染, 気候変動等の問題を含む
・少数集団権文化の公的表現, 文化的実行に従事する権利, 外国語を話すことができる権利を含め社会内
の少数グループの権利及び保護を扱う
・地域の犯罪及び公的安全：暴力的な犯罪, 児童ポルノ, 性的搾取, 賄賂及び買収からの保護を含め地域
社会の犯罪と安全に関する問題
・飲食と健康：肥満, 中絶権, 遺伝子組み換え農産物を含め社会に影響を及ぼす主な健康問題を扱う
・個人的な経済的福祉：個人及びその家族に影響を及ぼす経済的問題に焦点｡ インフレーション, 生活必
需品の価格, 住宅価格, 税金といった問題を扱う
・社会的な経済的福祉：個人及びその家族に影響を及ぼすが, さほど直接的に影響を及ぼさない国家的
(社会的) レベルの経済的問題に焦点｡ 経済成長, 失業率, 貧困, 政府負債といった問題を扱う
・社会的な社会的福祉：個人及びその家族に影響を及ぼす国家的 (社会的) レベルで社会的問題に焦点｡
学校教育の水準, 公共交通, 移住, 所得の不平等性といった問題を扱う
・国際的な経済的福祉：個人及び社会に影響を及ぼし得る国際的レベルでの経済的問題に焦点｡ 世界経済
成長, 自由貿易政策, 第三世界の負債といった問題を扱う
・国際的な社会的福祉：上述の経済的問題から抽出した国際的レベルでの社会的福祉に関する問題に焦点｡
世界貧困, 収入の不平等性, 戦争といった問題を扱う
・国際的安全：虐殺, テロ, 宗教的過激主義, 一方的軍事行動等の問題を含め国際的レベルでの安全に関
する問題を扱う
＜出典：Devinney, et al., 2012, 154～155ページ＞4)
4) 企業市民としての倫理性の部分は, 研究者のピョン ヨクソ 『国際 PR企画と事例』 (コミュニケー
ションブックス, 2014) の内容中, 筆者が第１章の内容を整理したものである｡
会貢献活動は, 顧客との接点にいる広報チームが充分な調査を行い, 地域社会と消費者が希
望し彼らに恩恵が還元するような活動を選択し, 自社ならではの独創的なアイテムによる社
会貢献活動を実践すべきであろう (チェ・ヨンテク, 2014)｡
前頁の＜表３＞では, 様々な社会的問題を列挙しているが, カテゴリーごとに抽象的かつ
規範的タイプのテーマである｡ 各企業は各テーマのもと, より具体的な実現案についてより
独創的かつ差別的なアプローチを試みるべきだろう｡
韓国の社会貢献活動が, 環境や疎外階層への配慮, 地域行事の支援のような活動に集中し
ていることから察すると, これまでの活動が慈善概念や対内外に広報しやすいアイテムを選
んで, マスコミ広告や企業イメージ広告として盛り込み, 広告費用投入の費用対効果を図る
ためのアプローチであったことは事実である｡
４. 韓国企業の信頼度
本論文では, 韓国における企業の社会貢献活動が, どのような目的で誰を対象に実践され
ているのか, その把握に努めた｡ 前述した通り, 下記韓国企業の信頼度に関連した統計数値
とグラフィック資料は, グローバル PR代行会社・エデルマンの＜エデルマン・トラストバ
ロメーター (Edelman Trust Barometer)＞ の結果をもとにしている｡
＜エデルマン・トラストバロメーター＞は今年で14回目を迎えるグローバル調査で, 信頼
に関する世界最大規模のリサーチといえる｡ 2014年の信頼度調査 は, 昨年10月から11月の
間に世界27ヶ国においてオンライン調査で実施, 25～64歳の有識的公衆 (Informed public)
6,000人と一般大衆27,000人の合計33,000人の回答者が参加した｡ 積極的公衆は, 大卒以上の
学歴, 該当国家で該当年齢層の上位25％の世帯所得, 毎週少なくとも数回以上ビジネス／ニュー
スメディアの購読または視聴をし, 毎週少なくとも数回以上政策課題を把握している人を基
準に選んだ｡
韓国企業に対する信頼度水準は, NGO団体, マスコミ, 政府よりも低い水準にとどまっ
ていることがわかる｡ 次頁の＜図１＞の通り, 2014年現在, 韓国企業の信頼度は39％水準で,
NGO団体の70％, マスコミの48％, 政府45％より低いことがわかる｡ 2009年を境に政府よ
りも低い水準の信頼度となり, 2012年以降最も低い水準で推移していることがわかる｡
顧客との信頼を築くためには, 顧客との関係形成 (engagement), 誠実 (integrity), 製品
と サービス (products & services), 目的 (purpose), 運営 (operation) のいずれも重要で
ある (Edelman, 2014)｡ 韓国企業の低い信頼度水準は, あらゆる領域において肯定的な評価
を得られなかった結果であろうが, 何よりも誠実さの問題が最大の問題となったと考えられ
る｡ 企業にとって誠実さは, 製品やサービスそのものにも関係し, 倫理的経営, 通常及び緊
急時の責任ある行動, 経営の透明性と開放性, オーナーや CEOの道徳性と密接な繋がりが
ある｡ 韓国企業が1960年代以降, 外形的成長に比重を置いたがために, 企業やオーナーの道
徳性に関してさほど注意を払わずに, 顧客とのコミュニケーションよりも政策当局や金融圏
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とのコミュニケーションにより重点を置いてきた｡ また, 質的に優秀でなかったり不良製品
を企業マーケティング活動を通じて顧客に販売したこともあった｡ 明らかに, 企業は社会貢
献活動に対する関心よりも, 利己的な利益追求にだけ没頭してきた側面を否めない｡
しかしここで目を引くのは, 企業と政府の信頼度水準がほぼ同じ水準を保っているという
事実である｡ 信頼度の点数間のギャップが広がったり狭まったりしているが, 全体としては
不振水準 (50％未満) にとどまっていることがわかる｡ 特に, 2011年と2012年の間に政府及
び企業の信頼度が大幅に下落, 2013年に政府の信頼度は11％上昇したものの, 企業の信頼度
は前年と同水準である｡ 一方, 2014年には政府の信頼度が１％上昇した一方, 企業の信頼度
は８％増加していることがわかる｡ 全体で見ると, NGO団体やマスコミの信頼度より低水
準にとどまっているという事実が重要である｡ 中でも NGO団体の60～70％水準の信頼度と
比較すると, 相当低い水準であるという事実に着目する必要がある＜図２＞｡
一方, 各国に本社を置く企業についての信頼度調査の結果, 韓国はイタリアとスペインと
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＜図１＞ 2008年以降の韓国各機関の信頼度推移：NGO, マスコミ, 企業, 政府
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＜図２＞2008年以降の企業と政府の信頼度推移
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ほぼ同じ水準である｡ 上の＜図３＞のようにドイツ, スウェーデン, スイスが上位を占め,
次いでカナダ, イギリス, 日本, オランダ, アメリカ, フランスの順で占めているが, 実際
にこのような順位は, 製品の競争力だけを反映するものでなく, 顧客に対する哲学, 企業の
道徳性, ビジネス慣行, 社会への貢献等多くの要因が反映された結果といえる｡
５. 韓国企業の社会貢献活動
下記韓国企業の社会貢献活動の現況及び特徴に関する内容は, 韓国 SR 戦略研究所
(KOSRI) と梨花女子大学校グローバル社会責任センター (Center for Global Social
Responsibility) が共同で実施した＜韓国企業 CSRアンケート＞結果を活用した｡ 2013年調
査は, 2013年９月25日から11月６日までオンラインで実施し, KOSPI時価総額500種のうち,
優先株, 持株会社, 収益証券等の非営業活動種目を除いた候補企業群を選んだ後, 非上場金
融企業及び公企業等を加えた合計187企業に対してアンケートをオンラインで配布した｡ 最
終的に55企業がアンケートに参加, 全対象企業の29.4％の回答率となった｡
韓国企業の大半が CSR戦略を策定しており, これを公式的に表明していることがわかる｡
＜図４＞のように, 回答企業の83.6％が CSR戦略を策定しており, 87.6％の企業がこれを公
式文献化していると回答した｡ このような結果は, 企業の社会的責任に対する高い関心が反
映された結果であり, 企業の間でみられる一つの傾向だといえる｡ 調査対象者が時価総額
500の企業と公企業を対象とした結果であるため, 全般的な現象と解釈するには無理がある
が, 少なくとも多くの企業が自ら社会的責任活動を追求しようとしていることがわかる｡
これらの企業が CSR活動により達成しようとする目標は, ＜図５＞の通り, 何よりも企
業の評判向上を最も重要に考えていた｡ 回答企業は, CSR活動による企業の評判向上の重
要性を５点満点中4.38点と評価した｡ 企業評判の生産的側面を考慮すると, やはり企業への
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＜図３＞各国家に本社を置く企業の信頼度比較
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肯定的評判が長期的に企業の利益に寄与するだろうという期待が内在していることがわかる｡
その他優秀な職員の確保能力向上, リスク改善, 新規顧客の誘致及び既存顧客の管理, 海外
市場への進出・アプローチの機会アップ等の重要性は, ｢まあまあ重要｣ のレベルで評価し
ているが, これは企業の評判が高まる場合, 大部分解決できる問題で, 顧客からの認定
(recognition) 及び肯定的評価を得るために CSR活動をするといえる｡
このような CSR活動の目標に対する企業の評価結果を, エデルマンの信頼度調査結果と
比較してみると, 興味深い事実がわかる｡ エデルマン調査では, 企業信頼度に決定的な影響
を与える16の要因を抽出している｡ 要因別に重要度と現在の成果を比較・提示したものが
＜図６＞であるが, 要因ごとに棒グラフの上の棒が重要度を示し, 下の棒が現在の成果を示
している｡ ２つの線の差が大きいほど期待値と成果との差が大きいことを意味する｡ 製品と
サービスの品質, 役職員に対する処遇, 緊急時の責任ある行動等での成果は, 期待値の半分
以下である｡ 特に, 期待値と成果との間の差が大きい項目の中に, 誠実さに関連した緊急時
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＜図４＞ CSR戦略の策定及び公式文献化の実態
CS戦略の策定 CSR戦略が公式文献化されている
16.4％
はい いいえ
12.2％
87.8％83.6％
はい いいえ
＜図５＞ CSRにより達成を目指す事業目標
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の責任ある行動, 経営の透明性, 倫理経営等が含まれている事実に着目する必要がある｡ ま
た, 職員尊重, 顧客の声に耳を傾けること, 頻繁なコミュニケーション, 利益よりも顧客優
先といった顧客との関係形成の項目も期待値と現在の成果に大きく差が出ている事実は, 韓
国企業が直面している最も重要な問題といえる｡
全体の64.6％の企業が独立した CSR部署を設置している｡ 実際に韓国の大企業の多くは
社会貢献に積極的に取り組んでいる｡ グループレベルで社会貢献委員会が別途設置されてい
る企業, また福祉財団が運営している企業もあるが, 最近では, 社会貢献組織を広報チーム
内に置いて運営している企業がほとんどである (チェ・ヨンテク, 2014)｡ また, CSR部署
を置いている企業の51.7％が設置３年以内と回答しており, 韓国企業において CSR部署の設
立が急ピッチで進んでいることがわかる ＜図７＞｡
CSR予算のうち, 寄付金が占める割合が57.4％である＜図８＞｡ 実際に地域所在企業の場
合, 該当自治体をはじめ各種協会や団体からの ｢要請｣ を無視できない状況で, それらを公
平に待遇しない場合に生じる雑音を防ぐためにある程度均等に寄付する政策をとっている｡
寄付金が占める割合がこのように高いのは, 企業主導の独創的社会貢献プログラムよりも単
なる外部への寄付により社会貢献活動を実践していること示す｡
一方, 企業が CSR活動において認識している利害関係者の重要度を見ると, ＜表４＞の
通り, 韓国企業とアメリカ企業とで有意差が見て取れる｡ 韓国企業とアメリカ企業ともに,
職員及び顧客が重要だと認識している点で共通しているが, 三番目に重要な利害関係者とし
て, 韓国はマスコミ・大衆メディアであると回答している一方, アメリカ企業は地域社会と
韓国企業の社会的責任活動の現状および問題点 35
＜図６＞信頼度を築く16要因別の現在の成果の重要度との差―グローバルデータ
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回答している点で差がみられる｡ 加えて, アメリカ企業ではマスコミ・大衆メディアが重要
だという認識が全くなく, 韓国企業では地域社会が重要だという認識が全くなかった点も特
徴的である｡
韓国企業がマスコミ・大衆メディアが重要だと認識していることから, 企業の広報戦略レ
ベルで CSRにアプローチしているという事実を垣間見ることができ, アメリカ企業は地域
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＜図７＞CSR部署の有無及び部署設立期間
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＜図８＞CSR予算中の寄付金の割合
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＜表４＞CSR活動における利害関係者の相対的重要度比較
韓国 アメリカ
職員 4.38 職員 4.39
顧客 4.25 顧客 4.05
マスコミ・大衆メディア 4.19 地域社会 3.60
非営利団体及び市民団体 3.90 株主 3.27
政府 3.88 非営利団体及び市民団体 3.17
供給者 3.71 政府 2.99
株主 3.69 供給者 2.58
競争会社 3.19 競争会社 2.10
1：まったく重要でない 2：やや重要 3：まあまあ重要 4：かなり重要
5：非常に重要
★アメリカ資料の出典：BCCCC, Profile of the practice 2010.
社会への貢献を企業の市民精神を実現する方法として認識していることがわかる｡ そして職
員や顧客を最も重要な利害関係者として認識している事実が ｢望ましい｣ と認識してはいる
ものの, 実際にこれらを裏打ちする何らかの実践的な行為の有無が重要であるため, 韓国企
業とアメリカ企業で共通に見られる職員・顧客の重要度が, 同質のものであると解釈するに
は限界があるといえる｡
６. CSRから CSVへの移行に向けた研究モデル
最近, 大韓商工会議所は, 現代経済研究院とともに全国20歳以上の男女１千人を対象に
｢2014年上半期企業好感指数 (CFI)｣ を調査した結果, 100点満点で47.1点と集計されたこと
を明らかにした｡ 企業に好感を持てない理由について, 回答者の44.5％が倫理経営の不足点
を指摘し, 社会貢献等の社会的責任の不行届き (22.3％), 企業間での共存協力不足 (21.8
％), 雇用創出の努力不足 (10.1％) 等を理由にあげた｡ 雇用の創出 (40.6％), 労働者福祉
の向上 (26.8％), 社会貢献など社会的責任の履行 (16.5％), 国家競争力の強化 (10.1％)
等がその次の理由となった｡ また調査結果, 国内の反企業感情の水準が63％に及ぶことが明
らかになった｡ 2013年末, 韓国経済研究所が実施した調査で, 反企業感情の原因として, 企
業そのものの問題と答えた回答率 (45％) が企業の外的要因 (23％) を大きく上回った｡ 具
体的には脱法と便法, 政経癒着, 企業に対する理解不足, 経済力集中の順となった｡
韓国企業が最近様々な社会貢献活動 (CSR) を実施しており, 関連予算もまた増加傾向に
あるが, 多分に消費者のニーズや社会的雰囲気に対応する受け身の様相を呈している｡ そし
て依然として多くの企業が社会貢献活動に必要な予算を費用と考え, 社会貢献活動を企業利
益の社会還元であるという慈善概念や対内外への PRに好都合のアイテムとみなし, マスコ
ミ PRや企業イメージ広告に盛り込み, 投入予算に費用対効果の算出物として捉えていた側
面が強い｡ 文字通り企業マーケティングや広報戦略のために社会貢献活動を手段として活用
してきた側面が強い (チェ・ヨンテク, 2014)｡ しかしながら, 企業のこのような CSRや倫
理経営にまつわる悩みを, 顧客を対象に戦略的手段や企業の PR手段としてだけ活用する場
合, 企業の倫理性に対する評価が好転する可能性は皆無に近い｡ 資本主義の危機を論じる専
門家の多くは, 企業が倫理的経営を実践することなく, また積極的な企業市民精神の実現な
くして現在の危機を克服できない点を指摘している｡
一方, 現実的に利益を追求する企業に対し, 一方的に社会への還元や貢献を要求すること
に限界もある｡ 資本主義の原理に従い自らの利益を極大化しようとする企業の欲求を保障し
ながら, 社会的問題を解決できる方法を模索しなければならない｡ このような状況の下, 共
有価値の創出 (CSV: Creating of Shared Value) モデルが一つの代案となり得る｡ CSVは,
CSRより一歩進んだ概念として, 企業が目標追求と社会的問題の解決を同時に実現するこ
とを理想的としている｡
Porterと Kramerが, 2011年 Harvard Business Reviewで ｢Creating of Shared Value｣ とい
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う論文で概念を提案して以降, 多くの人々が関心を持つようになり, 今では極めて一般的な
アジェンダになっている｡ 上の＜表５＞の通り, CSRは, 概して顧客や市民のニーズによ
り企業が善い行いを遂行するものであり, 概して与えられた予算の中で行われ, これにより
企業の評判が好転することで長期的に企業の利益に貢献するものの, 根本的な企業の利潤極
大化とはあまり関係がない｡ ゆえに, 企業は与えられた予算の中で寄付行為をしたり, 単発
や単日で行う公衆対象のイベントに集中してきた｡
しかし, 企業はこのような状況にある CSRのためにむやみな予算の引き上げもできず,
競争企業いずれもが同じような形式と内容の CRS活動を展開するため, 企業の評判アップ
に繋がらず, 顧客の期待水準だけを高める副作用も招く｡ このようなレベルでの共有価値の
創出は, 基本的に企業の利潤極大化と関連づけられ, 費用に見合う経済・社会的な恩恵を実
現でき, 企業としては様々な利害関係者と共有できる価値創出に積極的に取り組むことが望
ましい｡ ある意味 CSRは資本主義の原理を否定する側面がある一方, CSVは資本主義の原
理を認めつつ, 社会問題解決に参加できる機会を企業に提供する｡
しかし, 共有価値創出の実践に先立つ課題がある｡ まず, 企業の最高経営者らが共有価値
創出に対する確固たるビジョンを示さなければならない｡ それに加え, 企業が目指す社会的
価値に対する構成員同士の合意も誘導しなければならない｡ 企業が追求する社会的価値に合
意すれば, 韓国における慢性的な労使対立の解決策も見いだせる｡ 最後に, 市民と社会のあ
らゆる利害関係の当事者が協働の価値を共感し, コミュニケーションを図り, 分かち合う時,
企業の共有価値創出は成功を遂げる (アン・チュンヨン, 2014)｡ CSV担当者の専門性を啓
発し, 一般役職員に CSVについての基礎的教育を提供する教育プログラムも必要である｡
学校及び専門研究機関等様々な外部機関との教育パートナーシップを考慮するのも一つの方
法となり得る｡
筆者が2014年度１学期＜広告 PRセミナー＞講座において, アメリカの銀行をはじめとす
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＜表５＞ CSRと CSVの特徴比較
CSR CSV
(価値) 善い行いをする (価値) 費用に対する経済・社会的恩恵
市民の資質, 博愛主義, 持続可能性 企業価値と地域社会価値の結合
自由裁量あるいは外部圧力による実行 企業競争の一部として統合
利潤極大化とは別個のもの 利潤極大化と結び付け
議題が外部の見解と個人的選好に
より決定
議題が企業の特徴を反映し, 企業内部から
生成される
企業の力量と CSR予算により効果が制限さ
れる
企業全体予算に影響を及ぼす
例：公正貿易製品の購買
例：製品の質と産出量増進に向け
調達構造を変更
＜出典＞Porter & Kramer, 2011, 15ページ
る外国の銀行が展開している CSR活動に関連した核心キーワードを調査した結果, 地域社
会関係 (community relations), 多様性 (diversity), 従業員関係 (employee relations), 環境
問題 (environmental issues), 製品問題 (product issues) 等が浮かび上がった｡
まず, 韓国企業は, 根本的な目的が何であるかについての真摯な自己省察が必要である｡
そしてその目的に到達するための最も効果的な戦略について苦心すべきである｡ 様々な利害
関係者とどのような価値を共有でき, そしてその価値を実現できる戦術的方法について内外
部の専門家の独創的アイディアを集めなければならない｡
特に, 企業に利益をもたらし得る共有価値の創出のために利害関係者とのコミュニケーショ
ンにより一層力を注ぐべきである｡ 中でも若者層とのコミュニケーション手段として SNS
を立ち上げるなど, 効果的なコミュニケーションチャンネルを構築することが望ましい｡
企業の特徴を忠実に反映して, 利害関係者及び企業のいずれに対しても利益をもたらし得
るアジェンダの開発が何よりも重要である｡ 企業の商品企画及び生産, 流通, 広告・PR・
マーケティング等の全過程において, 該当利害関係者と共有できる価値を開発し, 効果的な
実現方法を模索すべきである｡ 併せて, 企業の CSV活動がその企業の信頼度構築要因とど
んな関係を結ぶことになるのかを具体的に解明し, それが企業や利害関係者にどんな恩恵を
もたらすのかを互いに比較することが必要である｡
次頁の＜図９＞の中ほどにある大きい囲いの中は, Edelman Trust Barometer調査で使用
した企業信頼度評価の要因である関係形成, 誠実さ, 製品とサービス, 企業目的, 企業運営
の方式を述べている｡ また, ４つの丸の中にある CSV (CSV1CSV4) 活動に対する評価は,
各 CSV活動の企業との関連性, 投入予算の規模, 該当する一般に対し与えられる利益, 活
動の持続性等の変因から測定される｡ そして, 一企業に対する信頼度の測定結果と各共有価
値の活動 (CSV1CSV4) との関係性が検証されなければならず, このような企業の信頼度
要因と CSV要因に対する企業経営者集団と利害関係者の評価を比較分析すべきである｡ こ
れにより, 各企業は自社自らの信頼度の点数と利害関係者の自社に対する信頼度の点数の比
較・評価が可能になり, 各企業にとって最も理想的かつ効果的な CSV戦略が何であるのか
についてもわかるようになるだろう｡
実際に企業の CSRや CSV予算を x軸に, 企業の評判や信頼度の点数を y軸において xと
yの関係を見るのが適切な方法であるが, 現実的に xの yの測定値を持続的に導き出すこと
は困難で, その他多くの変因を統制する方法もないためこの方法は現実的に不可能である｡
しかし, 如何にも, 企業の信頼度形成にあたり, どんな要因がどれほどの影響を及ぼすのか,
また企業の共有価値の創出に向けた努力がこのような企業信頼度とどんな関連性を持ってい
るのかについての研究が実に重要であると判断し, 上のような研究モデルを示した次第であ
る｡
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７. 結論及び提案
企業の水準は, その企業が属する社会の発展段階を越えることができない｡ 韓国企業が今
まで企業規模と外形的発展だけを追求してきたのは, 韓国の時代的・社会的水準を反映した
ものだった｡ その上, 朝鮮戦争以降半世紀の間, 圧縮成長を抱える過程で, 企業の倫理的水
準は懲戒を避けるために法律的規定を守る水準で満足したり, 利益の極大化を図る実用段階
にとどまっていたといえる (先の＜表２＞参照)｡ しかし今や企業は, 倫理的実践に向けた
最終段階である哲学的水準の実践を迫られている｡ インターネットとスマートフォンで密接
につながっている (high connectivity) 消費者は, 必要に応じて繋がりを持ち集まって連帯
(solidarity) を結成する｡ 彼らは単なる消費者ではなく市民消費者かつ企業の主な交渉対象
者 (counterpart) として浮上している｡
企業が様々な利害関係者と社会的, 公益的に有用な価値を共有しようとする取り組みは,
もはや選択ではなく, 必然的かつ当為論的課題となった｡ 問題は企業のこのような取り組み
が競って行われる過程で, 差別的で明白な企業の評判及び信頼度を創出しなければならない
という点である｡ 企業は過去に良い製品を作り, 効率的なマーケティング戦略により消費者
の心を掴もうとする努力を, 社会問題への参加と利害関係者とのコミュニケーションを通し
て企業と社会の両者に利益となる共有価値の創出への方向転換を模索すべき歴史的岐路に立っ
ている｡
韓国では現在, 財閥２, ３世の経営能力や道徳性に対する論争で持ちきりである｡ 企業経
営のために一定レベルの教育の過程は経ているものの, 祖父母や父母から経営権が居ながら
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＜図９＞企業信頼度の要因と CSV活動との関係についての研究のモデル
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にして受け継がれる構図のもと, 企業経営哲学や企業の社会的責任に対するしっかりとした
認識を持たないまま経営者の道に入り込み, 自身の企業経営継承の正当性を立証しようとす
るあまり企業利益の極大化に固執し, 企業の社会貢献活動までをも企業戦略の一環としてア
プローチしようとする傾向が強かった｡ こうして見ると, 大企業の広報室は確かに最高経営
者や企業のスキャンダルや悪いニュースを管理する部署としての役割にとどまっていた｡
企業が変わらなければという声はかなり前から既に上がっていた｡ しかしながら最近企業変
化に対する世界レベルでの論議は, 個々の企業経営方法の透明性や財政健全性等を意味する
のではない｡ 企業パラダイムの変化を意味するものである｡ 企業パラダイムの変化は, 企業
が製品やサービスを販売し利益を極大化することが目的ではなく, 消費者に対し幅広いプラッ
トホームを提供して誰でも参加するようにし, 価値を共有しながら, 社会的意味を極大化す
る方向への変化を意味する｡ 韓国で最近, ある自動車生産企業がソウル江南の不動産を鑑定
価格より３倍以上の高価で買い入れたところ, その会社の株価が下落した例がある｡ 主に外
国人株式保有者の売りが目立ったが, これは株式保有者が, この大企業が依然不動産中心の
企業戦略にウエイトを置いているという理由のもと, 企業価値が下落するだろう評価したた
めだった｡
マイケル・ポーター (M. E. Porter) の共有価値論やマイケル・サンデル (M. Sandel) の
公益の追求などの脈略から見ると, 企業は資本主義の拡大に向けた企業経営の方式を追求す
る傍ら, 資本主義の恩恵を受けている故に資本主義の暗い影を取り除くための努力も同時に
追求すべきである｡ これに加え, 最近のフランス経済学者ピケティ (Thomas Piketty) は
｢21世紀の資本論 (Captal in the Twenty-First Century)｣ で, 西ヨーロッパにおいて所得格
差が大きくなっているのは経済成長の速度よりもお金がお金を稼ぐ速度のほうが早いためと
し, 富の格差が著しく大きくなる場合政府の介入が必要であり, 不平不満等が度を越して民
主主義が機能しない場合, 過去の歴史を繰り返さないために常に行動して勝ち取るべきであ
るという主張を力説している｡
ともかく, ｢企業がいかに行動すべきか｣ の問題は, 韓国社会では一大争点になっている｡
貧富の差, 若者の失業, 非定期職, 労組政策, 中小企業との関係等, 企業が直面している全
ての問題が社会的問題の核心にある｡ つまり, 企業の問題の解決なくして社会全体の問題は
解決しない｡ よって, 企業もこれからは問題に対し事後反応的 (reactive) アプローチより
も事前に企業が対内外的に解決すべきであり, 解決したら最も理想的なイシューを開発し,
この解決に向け事前対応的 (proactive) にアプローチする姿勢が必要である｡ さらには,
1960年代以降, 国家主導の経済政策のもと行われた大企業中心の開発戦略に大いに恩恵を受
けた韓国の大企業は, もはや過去の企業パラダイムに止まっていてはいけない｡ 製品はグロー
バル規模にありながら企業倫理は資本主義初期の様相を呈していては, 決してグローバル企
業にはなれない｡ このような意味から ｢共有価値の創出 (CSV)｣ は企業の選択事項でなく,
企業の必然的義務として受け入れなければならない｡ 企業の存在基盤が消費者と消費者が属
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する社会であることを考慮する時, 韓国企業は相当数の権力と利潤を消費者側に譲り渡すべ
きである｡
韓国企業の社会責任活動の現況及び特徴を明確化しようと試みた本論文は, 残念なことに
研究者の直接的調査や実験を通して構成されていないという限界がある｡ 企業の社会参加の
水準はその企業に属する社会の発展段階を越えることはできないというのが筆者の以前から
の見解だった｡ これまで企業の量的成長に全ての力を注いできた韓国企業は, 資本主義の限
界や問題点に対する代案案として一定程度の社会的寄与を外部から求められ, その結果, 社
会責任活動が一種のトレンドになってしまったきらいがある｡ このような問題意識から, 筆
者は, 韓国企業によるこれまでの社会責任活動が企業の評判やアイデンティティの形成にさ
ほど寄与せず, これらを巡る企業間の競争状況にある中, むやみに社会責任活動のための予
算を増やせない状況にあることについての解明を試み, これによって韓国企業の社会責任活
動の現況と問題点の実証的な解明を目指した｡
しかしながら, 論文作成の時間的制約やそれぞれの社会責任活動に対する具体的な予算や
執行費用の開示に消極的な企業風土により, 実証的なデータを確保できなかった｡ その代案
として＜エデルマン・トラストバロメーター＞と＜韓国企業 CSRアンケート＞の結果をも
とに, 韓国企業の社会責任活動と信頼度との関係の説明を試みた｡ 調査結果の信頼度や妥当
性を検討せず報告書をそのままを受け容れているため, 当然ながら社会的責任活動と信頼度
との因果関係や相関関係については, 何らかの総括的結論を下すことは無意味である｡ ただ,
研究結果の部分において, これまでの企業の社会責任活動が様々な利害関係者との共有価値
創出への転換を力説しながら, 今後の研究の枠組み (＜図９＞) を提示したという点に意義
を見出したい｡
＜参考文献＞
BCCCC (2010). Profile of the Practice 2010 : Managing corporate citizenship as a business strategy, Boston
College Center for Corporate Citizenship (BCCCC).
BCCCC (2012). Commitment to Value : The state of corporate citizenship 2012, Boston College Center for
Corporate Citizenship (BCCCC).
Cohen, L. (2001). “Citizen Consumers in the United States in the Century of Mass Consumption.” In M.
Daunton & M. Hilton (eds.). The Politics of Consumption. Oxford & New York : Berg.
Devinney, Timothy M., Auger, Pat, & Eckhardt, Giana M. (2010). The Myth of the Ethical Consumer.
Cambridge : Cambridge University Press.
Edelman (2014). Edelman Trust Barometer. Annual Global Study Report.
Freeman, Edward (1984). Strategic Management : A Stakeholder Approach. Boston : Pitman.
Gabriel, Y. & Lang, T. (1995). The Unmanageable Consumer : Contemporary Consumption and its
Fragmentations. London : Sage.
Grant, W. (2000). Pressure Groups and British Politics. Basingstoke : Macmillan.
Hadeniuus, A. & Uggla, F. (1998). Making Civil Society Work. In S. Zadek, S. Lingayah, & S. Murphy.
Purchasing Power-Civil Action for Sustainable Consumption. London : New Economics Foundation
桃山学院大学総合研究所紀要 第40巻第３号42
Harrison, Rob, Newholm, Terry, & Shaw, Deirdre (2005). The Ethical Consumer. London : Sage.
Illich, I. (1973). Tools for Conviviality. London : Calder & Boyars.
Piketty, Thomas, (2014). Capital in the Twenty-First Century). Belknap Press.
Porter, Michael E. & Kramer, Mark R. (2011). “How to reinvent capitalism-and unleash a wave of innovation
and growth.” Harvard Business Review, Jan.-Feb., 1～16.
Kaletsky, A. (2010). Capitalism 4.0 : The Birth of a New Economy in the Aftermath of Crisis. New York :
Perseus /Public Affairs.
KPMG (2011). KPMG International Survey of Corporate Responsibility Reporting 2011.
Libby, R. T. (1998). Eco-Wars : Political Campaigns and Social Movements. New York : Columbia University
Press.
Sandel, M., (2014). Justice : What’s the Right Thing to Do?. Farrar Straus & Giroux.
Scamell, M. (2003). “Citizen Consumers-towards a New Marketing of Politics?” In J. Cornor & D. Pels
(eds.). Media and Restyling of Politics. London : Sage.
Smith, N. C. (1990). Morality and the Market : Consumer Pressure for Corporate Accountability. London :
Routledge.
Snell, Robin (1993). Developing Skills for Ethical Management. London : Chapman & Hill.
Zadek, S., Lingayah, S. & Forstater, M. (1998). Social Labels : Tool for Ethical Trade. London : New
Economics Foundation.
ナム・ヨンスク (2013) ｢韓国企業の社会的責任 (CSR) の現況及びイシュー：2013 CSRアンケート
調査結果分析｣ 『韓国 CSR Film Festival and Conference検討論文』
ムン・ジェハン (2012)“‘善なる意図’真心をもって創意力を発揮し顧客賛同を引き出さねば”朝鮮日
報 2012年11月19日コラム
パク・ピョンノク (2014)“真心ある社会貢献活動”京畿日報 2014年５月13日 寄稿文
パク・ヒボン (2009) 『社会資本：不信から信頼へ, 葛藤から協力へ』 ソウル：チョミョン文化社
アン・チュンヨン (2014)“韓国型共有価値を創造 (CSV) する時”中央日報 2014年９月５日コラム
オ・チャンウ (2009) ｢‘広告中断脅迫事件’の意味と新聞広告市場に及ぼす影響：体系・理論的解釈を
中心に｣ 『政治コミュニケーション研究』 13号, 5～37
オ・チャンウ編訳 (2014). 『国際 PR企画と事例』 ソウル：コミュニケーションブックス
チャン・ウォンボン (2005) 『社会的経済 (Social Economy) の代案的概念構成に関する研究：ヨーロッ
パと韓国の事例を中心に』 韓国学中央研究院韓国学大学院博士学位論文
韓国 SR戦略研究所 (KOSRI) & グローバル社会責任センター (Center for Global Social Responsibility)
(2013) 『韓国企業 CSRアンケート調査結果報告書』
韓国企業の社会的責任活動の現状および問題点 43
桃山学院大学総合研究所紀要 第40巻第３号44
Activities and Issues of Corporate Social Responsibility
in Korea :
The Purpose or Strategy?
OH Chang Woo
The purpose of this study is to explore, 1) the purpose of running corporate social
responsibility activities of Korean companies and status of CSR activities, 2) the limitations of
corporate social responsibility activities and practices, 3) the possibility of a CSV (creating of
shared value) as a way to overcome such limitations.
83.6％ of 500 private and public companies have established a strategy for CSR and 87.6％ of
them inscribed this in an official document. These companies practice CSR to make a positive
corporate reputation and the ratio of donations of the entire CSR budget has reached 57.4％.
Meanwhile, Korean companies perceived the media as an important stakeholder and conducted
CSR activities as a marketing or promotional tool.
In order to pursue the practice of corporate citizenship while ensuring the conduct of corporate
profit under capitalism, CSR activities are required to switch to the CSV. Companies must create
a shared value with many other stakeholders in order to pursue the public interest and the profit-
generating actions at the same time.
Basically, the company should be clearly aware of the responsibility for their existence based
on the consumer and society, develop items for CSR that company can practice best and continue
efforts to practice consistently.
Keywords : CSR, corporate social responsibility, CSV, creating of shared value,
呉昌宇氏の報告をめぐる討議
呉先生の御報告は, ｢古くて, 新しい問題｣ の一つで, 理論的にも, 実践的にも大変魅力
的な話題, ｢企業の社会的責任活動の現況及び問題点｣ を巡るものでした｡ また, 副題 ｢目
的かそれとも戦略か？｣ は, 主題の論点を巧みに焦点化されていると思われます｡
呉先生は, ｢企業の社会的責任活動｣ が話題になり, 活発化した背景に, ｢ソーシャル・コ
ンシューマ｣ (｢社会的顧客｣), つまり ｢生産する企業が社会問題の解決にどの程度参加して
いるかという点に, より価値を与え｣, 購買ないし消費行動を実践する顧客, あるいは市民
としての社会的責任を意識した ｢倫理的消費者｣ ともいうべき ｢市民的消費者｣ の ｢浮上｣
を指摘し, まずそれを分析された｡ 次に, 呉先生は, それに応答するような ｢ソーシャル・
マーケティング｣ への動向を, 企業が ｢市民としての社会的問題に関心を示｣ し, ｢積極的
に取り組｣ む ｢市民企業｣ とその ｢倫理性｣ を分析することによって, 説明されました｡ そ
して, かかる動向分析と ｢韓国企業の信頼度｣ をグローバル PR代行会社エデルマンの ｢エ
デルマン・トラスト・バロメータ｣ (Edelman Trust Barometer) を比較することによって,
｢韓国企業の信頼度の低さ｣ は, ｢製品の競争力だけ……ではなく, 顧客に対する哲学, 企業
の道徳性, ビジネス慣行, 社会への貢献等の多くの要因が反映された結果｣ であることを,
呉先生は仮説的に推論されている｡ 呉先生は, かかる仮説を ｢韓国 SR戦略研究所｣ と ｢梨
花女子大学校グローバル社会責任センター｣ の共同で実施された ｢韓国企業 CSRアンケー
ト｣ と先の ｢エデルマン・トラスト・バロメータ｣ の比較検討を通して, 検証されようとし
ておられます｡ それは, 同時に, ｢韓国における企業の社会的責任活動｣ の実態を明らかに
し, その問題点を摘出することでもあります｡ 呉先生が指摘する着目すべきその問題点の一
つは, ｢多くの企業が社会的貢献活動に必要な予算を費用と考え, 社会的貢献活動を企業利
益の社会還元である慈善として捉え, また対内外への PRに好都合な事柄とみなし, それを
マスコミへの PRや企業イメージを上げる広告として活用し｣ ている側面であり, 費用対効
果の文脈で社会的貢献活動が捉えられている点であります｡ したがって, その結果, 地域社
会への関心が極めて低い｡ この点も呉先生が強調された問題点であります｡ そして, 最後に,
｢韓国における企業の社会的責任活動｣ は, ｢戦略的要素｣ が強い, との結論を見出い, さら
に課題として ｢企業の最高経営者らが共有価値創出に対する確固たるビジョンを示さなけれ
ばならない｣ とし, 今話題となっているポーターらの ｢共有価値創出｣ (Creating of Shared
Value : CSV) モデルの必要性を提示し, ｢CSRから CSVへ｣ を主張され, 今後の研究方向
を展望されている｡
呉先生の御報告は, 今見てきましたように, 論理的に良くまとまったものであると思いま
す｡ また, ｢企業の社会的責任活動とその結果との関係を明らかにすることが, 学術的研究
が目指すべき究極の目的となりうるが, 現実的にそれらの関係を実証的に究明することは,
45
不可能に等しい｣ との見解から, ｢長期的観点から, 積極的な社会責任活動企業とそうでな
い企業のとの差を検証してみることで, 社会責任活動が企業の社会的地位に及ぼす影響力を
明らかにすることはできるだろう｡｣ と ｢はじめに｣ の最後の部分で述べられております｡
本報告は, その一環と判断されますが, かかる ｢立場｣ は, 極めて健全であります｡ 私は,
実証研究のみならず, CSR経営の本質に迫る理論的研究の必要性を感じておりますが, 呉
先生のこのような立場は, これらの橋渡しを志向している, と高く評価いたします｡
それは, 課題として最後に ｢企業信頼度の要因と CSV活動との関連についての研究モデ
ル｣ を提示されていることからも, 推察することが出来ます｡ しかしながら, ｢結論｣ でこ
の問題が提示されることは, かなり違和感を持ちます｡ ｢結論先取り｣ を感じるのです｡
また, ｢CSRから CSVへ｣, あるいは ｢CSVは CSRを超える｣ という考えには, 理論的
考察が若干欠けているようにも思われます｡ その前に, いくつか検討しておくべき理論的事
項があるのではないでしょうか｡ 例えば, 最も重要だと思いますのは, ｢社会的責任｣ と
｢社会的貢献｣ の区別と関連を歴史的に, 理論的に吟味していくことのように思われます｡
｢概念｣ は, 歴史的に作られるからです｡ この点に関して, 気にしなければならないのは,
｢社会的責任｣ から ｢社会的貢献｣ への ｢論理のすり替え｣ が少なからず行われたことです｡
また, そのために, 特に日本やアメリカでは略語で ｢CSR｣ が使用されているとも考えられ
るからです｡ かかる概念的区別と関連に関する吟味を欠いたままでは ｢CSV｣ の意義も不明
瞭になる可能性が高いのではないでしょうか｡ さらに, ｢CSR から CSV へ｣, あるいは
｢CSVは CSRを超える｣ のではなく, むしろ逆で, CSRの充実のための基礎, ないし基盤
が CSVであるのではないでしょうか｡ いささか持論に引き付けた感が強く出ておりますが,
呉先生の意図に従って研究を進めるためには, むしろこのような点を検討し, 実証的な研究
のための枠組み作りをする必要があるのではないか, というのが私の感想でございます｡
（桃山学院大学経営学部教授 谷口照三）
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